
東久留米市財政健全経営計画（改定版）〔実行プラン〕

 項目別プラン

＜個別項目（事業）一覧＞

市政運営の方向性

大分類 中分類 No 個別項目(事業) 所管課

行政評価の有
効的な活用

1 行政評価制度の再構築 行政経営課 －

-
自治体情報システムの標準化･共通化 (別紙１掲
載)

-

- マイナンバーカードの普及促進 (別紙１掲載) -

- 行政手続のオンライン化 (別紙１掲載) -

- AI・RPAの利用推進 (別紙１掲載) -

- テレワークの推進（別紙１掲載） -

- セキュリティ対策の徹底（別紙１掲載） -

-
デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタ
ル実装の取組の推進・地域社会のデジタル化（別
紙1掲載）

-

- デジタルデバイド対策（別紙１掲載） -

-
デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直
し（別紙１掲載）

-

- BPRの取組の徹底 (別紙１掲載) -

-
オープンデータの推進・官民データ活用の推進
（別紙1掲載）

-

2 職員研修の充実・人事評価制度の活用 職員課 －

3 職員研修の包括委託 職員課 変更

4 働き方改革の推進とワークライフバランスの向上 職員課 －

- テレワークの推進 (別紙１掲載) - －

給与の適正化 5 職員給与の適正化 職員課 －

定員管理の適
正化

- 定員管理の適正化（別紙２）
行政経営課・職員
課 変更*

市税等の確保 6 市税等の納付環境の最適化 納税課 －

7 市道占用料等の見直し 管理課 －

8 公共施設使用料の見直し 財政課 ー

9
事務手数料の見直し(住民票･印鑑証明･課税証明
等)

企画調整課･関係各
課

ー

10 有料広告等の充実

行政経営課・秘書
広報課・管財課・
ごみ対策課・管理
課・生涯学習課・
関係各課

ー

11 ふるさと納税の推進
管財課･産業政策
課・行政経営課

変更

12 国民健康保険特別会計の健全化 保険年金課 ー

13 健康増進･サポート事業の実施 保険年金課･健康課 ー

14 下水道使用料水準の検証 施設建設課 ー

　各個別項目（事業）を財政健全経営に関する基本方針に示された項目毎に分類し、体系的
に整理した上で、５年間の取組みを示します。

(1)将来に向け
た業務執行体
制等の確立 業務の効率化､

標準化及びDX
の推進

(4)歳出の効率
性･有効性の向
上

(2)人材の育成
と職場環境の
向上

人材の育成・
人事評価制度
の活用

ワークライフ
バランスの推
進

受益者負担の
適正化

その他自主財
源の創出

区分

特別会計及び
下水道事業会
計繰出金の抑
制

(3)歳入の確保

ー

*「会計年度任用職員配置数」の時点修正
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15 公有財産の有効活用 管財課･企画調整課 変更

16 第八小学校跡地の売却 環境政策課 ー

17 公共施設マネジメントの推進
行政経営課･施設建
設課･施設所管課

変更

18
新

太陽光発電設備の第三者所有モデル導入の推進
行政経営課・施設
所管課

ー

19
市庁舎における非常用電源の整備と効率的なエネ
ルギー利用

管財課 変更

20 地方公会計制度への対応 財政課･関係各課 ー

21
小学校給食調理業務委託の推進による調理体制の
整備

学務課 ー

22 保育園への民間活力の導入 子育て支援課 変更

23 学童保育所の安定的な事業運営 児童青少年課 ー

24 学校用務の段階的アウトソーシング化 教育総務課 ー

25
新

道路、下水道等公共インフラの維持管理への民間
活力の導入

管理課
施設建設課

ー

26
自転車等駐車場整備・運営及び放置自転車等対応
事業

管理課 ー

27 公民連携の推進
企画調整課･関係各
課

ー

28
新

ごみ発電余剰電力を活用した電力地産地消事業 ごみ対策課 ー

29
新

慶祝事業の見直し 福祉総務課 変更

30
新

地区センターにおける浴室事業の見直し 福祉総務課 変更

31
新

平和事業の見直し 総務課 変更

32
新

地域間交流事業の見直し 生活文化課 変更

33
新

保存樹木等保護支援事業の効率化 環境政策課 ー

追
加

生ごみ減量化処理機器購入費助成事業の見直し ごみ対策課 追加

追
加

貸付条例及び貸付基金条例の廃止
介護福祉課・保険
年金課

追加

安定的な自主財源確保のための地域活力の向上

大分類 中分類 No 個別項目(事業) 所管課

34 地域経済の安定化や活力の向上等 産業政策課 ー

35 デジタル田園都市国家構想総合戦略の推進 企画調整課 変更

- ふるさと納税の推進 (No.11再掲) - ー

36
新

シェアサイクル事業 産業政策課 ー

37 上の原地区における新たな企業等誘導 企画調整課 変更

38 適切な土地利用の誘導 都市計画課 ー

※Noに「新」と記載のある項目は、令和５年８月改訂において新たに追加された項目です。

(2)新たな企業
等誘導

―

(5)公有財産の
適正な管理と
有効活用

―

(6)公民連携の
推進

新たな事業手
法の導入

(1)地域経済の
安定化や活力
等の向上への
取組み

―

民間活力の導
入

(7)その他 ―

区分
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区分 追加

担当課 ごみ対策課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽助成対象要件見
直しの検討

▽助成対象要件見
直しの周知・実施

▽継続 ▽継続

【効果額】 【効果額】 【効果額】
337千円

【効果額】
337千円

【効果額】
337千円

区分 追加

担当課
介護福祉課・保険
年金課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽廃止に向けた検
討及び廃止条例の
提案

▽条例の廃止及び
一般会計への基金
残高繰入

▽債権管理及び不
納欠損処理

▽債権管理及び不
納欠損処理

【効果額】 【効果額】 【効果額】
7,449千円

【効果額】 【効果額】

区分 変更

担当課 職員課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽包括委託の実施
に向けた調査・検
討

▽包括委託の事業
者選定・契約締
結、包括委託によ
る職員研修の実施

▽継続 ▽継続 ▽継続

スケジュール

効果

研修の実施に伴う事務負担の軽減が期待できる。また、各研修のつながりを意識した設計とするこ
とで、職員の理解しやすい研修の整備に寄与する。

変更項目

個別項目 職員研修の包括委託

実施概要 市独自の職員研修を包括委託し、効果的・効率的な職員研修の環境整備を推進する。

スケジュール

効果

事務負担の軽減および基金残高の繰入による財源の確保が見込まれる。

個別項目 貸付条例及び貸付基金条例の廃止

実施概要
「東久留米市介護保険高額介護サービス費等資金貸付条例」「東久留米市国民健康保険高額療養費
等資金貸付条例」の２条例について、新規の申請が見られず、代替サービスもあることから、条例
の廃止を検討する。また、合わせて同貸付に係る貸付基金条例を廃止する。

スケジュール

効果

追加項目

個別項目 生ごみ減量化処理機器購入費助成事業の見直し

実施概要
「ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、脱炭素化に向けた取り組みを進める必要があること、ま
た、食品ロス対策にとって重要な「発生させない」といった考え方に重点をおいた事業とするた
め、助成の対象を非電動式の生ごみ減量化処理機器のみとする見直しを行う。

非電動式の生ごみ減量化処理機器のみを助成の対象とすることで、電力の使用を抑制し、脱炭素化
に資することができる。

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性
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区分 変更

担当課
管財課・産業政策
課・行政経営課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽民間ポータルサ
イトでの寄附の受
付

▽継続 ▽継続 ▽継続 ▽継続

▽返礼品の充実の
取組み

▽継続 ▽継続 ▽継続 ▽継続

▽ポータルサイト
事業者の検証

▽ポータルサイト
の追加

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽自治体クラウド
ファンディングに
関する他市事例の
調査

▽継続 ▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

【効果額】
84,200千円

【効果額】
158,355千円

【効果額】
158,690千円

【効果額】
158,690千円

【効果額】
158,690千円

区分 変更

担当課
管財課・企画調整
課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽普通財産の貸付
け・売払い等の実
施

▽継続 ▽継続 ▽継続 ▽継続

▽いずみ幼稚園跡
地の活用に向けた
検討

▽いずみ幼稚園跡
地の活用に向けた
検討

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽下里小学校跡地
のロケ地活用

▽継続 ▽継続 ▽跡地活用の検討
状況に応じて継続

▽跡地活用の検討
状況に応じて継続

【効果額】
407千円

【効果額】
2,105千円

【効果額】
1,097千円

【効果額】
1,097千円

【効果額】
1,097千円

＜フィルム・コミッション＞

下里小学校の跡地をロケ地として活用することで、収益の確保が見込めるとともに、シティセール
スに繋がる効果も期待できる。

スケジュール

＜普通財産の貸付け、売払い等＞

＜フィルム・コミッション＞

効果 ＜普通財産の貸付け、売払い等＞

普通財産の貸付け、売払いなどにより歳入の増加に寄与する。

個別項目 公有財産の有効活用

実施概要

＜普通財産の貸付け、売払い等＞

利活用していく計画のない普通財産については、貸付け及び売払い等して有効活用を図る。

＜フィルム・コミッション＞

下里小学校跡地について、公共施設の適正配置の検討の方向性を見出すまでの間、ロケ地として活
用することで公有財産の有効活用を図る。

スケジュール

効果

ポータルサイトの利用により寄附しやすい環境を整備することで、寄附金による歳入増加と市内産
業の活性化に寄与する。

個別項目 ふるさと納税の推進

実施概要
民間ポータルサイトを活用し広く市の情報発信を行い、併せて返礼品の充実に努めることで、ふる
さと納税制度を活用した寄附金の増額を図る。また、ポータルサイトを活用した自治体クラウド
ファンディングについて調査・研究していく。

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算

生産性向上

利便性向上

地域活性
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区分 変更

担当課
行政経営課・施設
建設課・施設所管
課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽未来志向の公共
施設マネジメント
の推進についての
庁内議論開始

▽「未来志向の公
共施設の考え方」
のとりまとめ

▽施設の現状等に
応じた随時見直し
の検討

▽継続 ▽継続

▽「未来志向の公
共施設の考え方」
を踏まえた新たな
工事予定表の作成

▽検討経過を踏ま
えた工事予定表へ
の反映等の対応

▽検討経過を踏ま
えた工事予定表へ
の反映等の対応

▽検討経過を踏ま
えた工事予定表へ
の反映等の対応

▽優先的に検討す
べき施設の検討を
開始

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽各種基礎情報の
整理分析及び施設
の適正規模・配置
等の検討

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽継続

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽公共施設の包括
管理委託の導入に
向けた検討

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

効果 令和５年度からの今後３０年間で必要となる既存施設の将来更新費用が約７６０億円と試算される
中、将来にわたって持続可能な市政運営を行っていくための、公共施設の効率的な管理運営や適正
な維持管理に寄与する。また、公共施設に新たな付加価値を加えることで都市としての魅力向上に
つながる。

個別項目 公共施設マネジメントの推進

実施概要

「東久留米市公共施設等総合管理計画」の考えのもと、「東久留米市施設保全計画」を踏まえた既
存施設の維持保全を実施しつつ、「未来志向の公共施設の考え方」に基づき、既存施設の集約化・
複合化等のハード面のスリム化や、サービス提供主体の転換、施設の多機能化等のソフト面の効率
化を図り、市のこれからの５０年間を見据えて新たな付加価値を加えた未来志向の公共施設マネジ
メントを進めていく。

スケジュール

＜「未来志向の公共施設の考え方」＞

＜ハード面のスリム化の検討＞

＜ソフト面の効率化の検討＞

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性
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区分 変更

担当課 管財課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽市庁舎への非常
用電源設備の設置

▽市庁舎への非常
用電源設備の設置

▽運用・保守 ▽運用・保守 ▽運用・保守

▽太陽光発電と蓄
電池などの活用に
よる効率的なエネ
ルギー利用

▽継続 ▽継続 ▽継続

区分 変更

担当課 子育て支援課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽しんかわ保育園
の民間化（０～３
歳児募集停止）

▽しんかわ保育園
の民間化（０～４
歳児募集停止）。
５年度末をもって
閉園

▽ちゅうおう保育
園の公私連携型保
育所への移行につ
いて保護者へ周知

▽ちゅうおう保育
園の公私連携型保
育所への移行のた
めの公募型プロ
ポーザル方式によ
る事業者選定・決
定

▽「保育サービス
の施設整備・運営
及び提供体制に関
する実施計画」の
改訂

▽「保育サービス
の施設整備・運営
及び提供体制に関
する実施計画」の
改訂

▽「保育サービス
の施設整備・運営
及び提供体制に関
する実施計画」を
踏まえた対応

▽継続 ▽継続

効果

非常用電源を整備し災害に備えると同時に、平時には太陽光発電及びピークカット等を実施するこ
とで効率的にエネルギーを利用し、ＣＯ２排出量と電気料金の削減に寄与する。

個別項目
市庁舎における非常用電源の整備と効率的なエネルギー利
用

実施概要
再生可能エネルギーを活用した非常用電源を整備することで、災害時における７２時間の電力確保
と、平時の効率的なエネルギー利用を行う。

スケジュール

スケジュール

効果

民間のノウハウを活かした保育サービスの拡充、保育園の施設や運営にかかる経費の縮減等が期待
できる。

個別項目 保育園への民間活力の導入

実施概要 公設公営保育園への民間活力の導入を推進し、民間から供給される保育サービスへの転換を図る。

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性
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区分 変更

担当課 福祉総務課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽年齢要件の見直
し

▽継続 ▽継続

【効果額】
3,940千円

【効果額】
3,940千円

【効果額】
3,940千円

区分 変更

担当課 福祉総務課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽浴室営業の廃止

【効果額】
2,568千円

【効果額】
2,568千円

【効果額】
2,568千円

効果

地区センターにおける利用者の安全性向上を図ることができる。また、浴室の保守管理や点検等を
行う必要がなくなることから、効率的な施設運営が可能となる。

個別項目 地区センターにおける浴室事業の見直し

実施概要

地区センターにおける浴室事業は、従前より利用者の高齢化も進んでいたことなどにより、利用者
の体調変調や転倒による事故が発生していたことや、衛生上の課題も生じていたこと、また、新型
コロナウイルス感染拡大防止のため令和2年より休止していることから、令和6年度より廃止する。
なお、廃止後の浴室利用については、今後の施設改修の際に検討していく。

スケジュール

効果

100歳という特別な節目にその長寿を祝うことで、高齢者への敬意・祝意を表するとともに、要件の
見直しにより、効果的に事業を実施していくことができる。

個別項目 慶祝事業の見直し

実施概要
日本人の平均寿命は世界でもトップクラスであり、健康寿命もまた延伸してきている。人生100年時
代と言われる中、他団体の状況も勘案し、本事業の年齢要件をその特別な節目である「100歳到達
者」及び「市内最高齢者」へと見直しを行う。

スケジュール

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

7



区分 変更

担当課 総務課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽既存事業の改善
点の取りまとめ、
対応策検討

▽折り鶴の市内展
示の後、希望者分
のみ広島・長崎へ
献納する

▽継続 ▽折り鶴は市内で
展示する

▽新たな平和事業
の検討

▽新たな平和事業
の検討

▽新たな平和事業
の実施

▽新たな平和事業
の継続

区分 変更

担当課 生活文化課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽地域間交流事業
の見直しに向けて
の榛名支所との検
討・協議

▽地域間交流事業の
一部見直しと、新規
事業の開始に向けた
協議

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

効果

地域間交流事業の見直しにより、より効果的な交流や地域力の向上が期待できる。

個別項目 地域間交流事業の見直し

実施概要 環境変化の影響を踏まえ、地域間交流事業の見直しに向けて高崎市榛名支所と検討する。

スケジュール

効果
終戦から８０年を迎えるにあたり、既存の平和事業を見直すとともに、場所や期間の制約を受ける
ことなく、平和の尊さや大切さの啓発に資することができる新たな平和事業へ切り替えることで、
平和事業の有効性を向上させる。

個別項目 平和事業の見直し

実施概要
平和の千羽鶴事業の主たる目的を、市民による平和の祈りを込めた千羽鶴の製作と平和意識啓蒙等
のため市内における展示へと見直すとともに、平和事業におけるＷｅｂやＳＮＳの活用について検
討する。

スケジュール

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性
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区分 変更

担当課 企画調整課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽デジタル田園都
市国家構想総合戦
略の策定・推進

▽デジタル田園都
市国家構想総合戦
略の推進

▽継続 ▽継続

区分 変更

担当課 企画調整課

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

▽当該エリアの将
来構想の実現に向
け、土地所有者、
進出希望事業者等
との調整

▽当該エリアの将
来構想の実現に向
け、土地所有者、
進出希望事業者等
との調整

▽当該エリアの将
来構想の実現に向
け、土地所有者、
進出希望事業者等
との調整

▽前年度の経過を
踏まえた対応

▽前年度の経過を
踏まえた対応

効果

上の原地区に企業等を誘導することにより、まちのにぎわいと活力を生み出し、市の活性化に資す
る。

個別項目 上の原地区における新たな企業等誘導

実施概要
上の原地区土地利用構想の実現に向けて、上の原地区における国家公務員宿舎跡地（住宅地区Ｂ）
の将来構想に沿った立地誘導の取組みを進める。

スケジュール

効果

国の成長戦略の方針に沿った施策を推進することにより、まちの成長・発展や活性化に資するとと
もに、国や都の財源措置を活用した事業展開を行い、市の財政負担の抑制化を図る。

個別項目 デジタル田園都市国家構想総合戦略の推進

国の「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月）に基づき、国は「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を抜本的に改訂し、新しい資本主義の重要な柱として「デジタル田園都市国家構
想総合戦略」を令和４年１２月に策定した。これを受け、地方は国が策定した新たな総合戦略に基
づき、地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂に努めることとされている。
本市においても、「第５次長期総合計画」に掲げるまちの将来像「みんないきいき　活力あふれる
湧水のまち　東久留米」を踏まえ、市民がいきいきと暮らすためには、安全・安心に生活できる環
境の整備が不可欠であることから、地域の利便性、安全性が向上し、市民の安全性が向上し、市民
のウェルビーイング（ＷｅｌｌーBｅｉｎｇ）が向上したまちである「あんしんして暮らせるまち」
を目指すべく、総合戦略を改訂した。
「あんしんして暮らせるまち」を実現するために、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、
グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の推進を基軸にしつつ、市政における３つの重点事項
「未来志向の公共施設マネジメント」「人にやさしいデジタル化」「こどもたちへの投資」を取り
組みの柱にして、まちづくりを推進する。これにより、利便性、安全性の向上を図り、ウェルビー
イング（ＷｅｌｌーBｅｉｎｇ）向上へとつなげていくとともに、地域の魅力や活力を向上させて、
世代を超えて「住み続けたいまち」へ進化させる。

スケジュール

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性

予算
生産性向上

利便性向上

地域活性
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地域活性
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